
議 会 運 営 委 員 会 日 程

平成３０年２月２２日（木）  

午前１０時  ５０２会議室   

日程第１  追加議案について  

 (1) 議案第５８号  川崎市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 (2) 議案第５９号  川崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基  

          準に関する条例の制定について  

 (3) 議案第６０号  川崎市旅館業法施行条例の一部を改正する条例の制定に  

          ついて  

 (4) 議案第６１号  川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例  

          の一部を改正する条例の制定について  

 (5) 議案第６２号  川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の  

          制定について  

 (6) 議案第６３号  川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基  

          準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (7) 議案第６４号  川崎市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基  

          準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (8) 議案第６５号  川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例  

          の一部を改正する条例の制定について  

 (9) 議案第６６号  川崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関  

          する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (10)議案第６７号  川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び  

          運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定  

          について  

 (11)議案第６８号  川崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準  

          等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (12)議案第６９号  川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条  

          例の一部を改正する条例の制定について  

 (13)議案第７０号  川崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関す  

          る条例の一部を改正する条例の制定について  

 (14)議案第７１号  川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営  

          の基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ  

          いて  

 (15)議案第７２号  川崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び  

          運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定  

          について  
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 (16)議案第７３号  川崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準  

          等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (17)議案第７４号  川崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基  

          準に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (18)議案第７５号  川崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運  

          営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制定につ  

          いて  

 (19)議案第７６号  川崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の  

          基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (20)議案第７７号  川崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び  

          運営並びに指定介護予防サービスに係る介護予防のため  

          の効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改  

          正する条例の制定について  

 (21)議案第７８号  川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、  

          設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに  

          係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関  

          する条例の一部を改正する条例の制定について  

 (22)議案第７９号  川崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに  

          指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支  

          援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例の  

          制定について  

 (23)議案第８０号  川崎市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条  

          例の一部を改正する条例の制定について  

 (24)議案第８１号  川崎市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定につ  

          いて  

 (25)議案第８２号  平成２９年度川崎市一般会計補正予算  

 (26)議案第８３号  平成３０年度川崎市一般会計補正予算  

日程第２  ２月２７日（火）の本会議の運営について  

日程第３  今後の議会改革等の検討課題について  

 (1) 市民（議会）報告会の検討  

 (2) 請願、陳情審査の結論のあり方  

 (3) 請願、陳情の意見陳述の機会の付与  

日程第４  その他  
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日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

2/13 火
本 会 議
（第１日）

開会、諸報告、会議録署名議員の指名、会期の決定、議案上程、
市長「平成３０年度施政方針」、局長提案説明、
後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙、散会

14 水

15 木

16 金 （第１回請願・陳情締切日　午後５時）

17 土

18 日

19 月 　（代表質問発言通告締切日　午後１時）

20 火

21 水

議会運営委員会 追加議案、２７日の本会議の運営について

委 員 会

23 金

24 土

25 日

26 月
本 会 議
（第２日）

再開、代表質問（自民党、公明党）、延会

再開、代表質問（共産党、民進みらい）、予算審査特別委員会設置、

当初予算議案付託、委員会付託（請願・陳情を含む）、

追加議案に対する議事、散会   （予算審査特別委員会発言通告締切日　午後１時）

28 水

3/1 木

2 金

3 土

4 日

5 月
予 算 審 査
特 別 委 員 会

正副委員長互選、審査

6 火
予 算 審 査
特 別 委 員 会

審査

7 水
予 算 審 査
特 別 委 員 会

審査

8 木
予 算 審 査
特 別 委 員 会

審査

9 金 　 委 員 会

10 土

11 日

12 月 委 員 会

13 火 委 員 会

（討論発言通告締切日　午後３時）

（第２回請願・陳情締切日　午後５時）

15 木 議会運営委員会 追加議案（人事案件）、１６日の本会議の運営について

16 金
本 会 議
（第４日）

正副委員長会議
再開、委員長報告、討論、採決、人事案件に対する議事、常任委員会委員の改選、
請願・陳情、その他、閉会

平成３０年第１回川崎市議会定例会会期日程

火
本 会 議
（第３日）

正副委員長会議

＊　発言の会派順位 　自民党、　公明党、　共産党、　民進みらい

27

22 木

14 水
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平成３０年第１回川崎市議会定例会 
議事日程第３号 

                               平成３０年２月２７日（火） 
午 前 １０ 時     開 議  

 第 １ 

  平成３０年度施政方針 

 第 ２ 

議案第 １号  川崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ２号  川崎市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の 

        一部を改正する条例の制定について 

議案第 ３号  川崎市職員定数条例等の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ４号  川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ５号  川崎市基金条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ６号  川崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条例の制定について 

議案第 ７号  川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

        て 

議案第 ８号  川崎市難病の患者に対する医療等に関する法律施行条例の制定について 

議案第 ９号  川崎市病院等における人員及び施設の基準に関する条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

議案第１０号  川崎市身体障害者福祉会館条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１１号  川崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１２号  川崎市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１３号  川崎市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１４号  川崎市認定こども園の認定の要件を定める条例の制定について 

議案第１５号  川崎市児童福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１６号  川崎市子どもを虐待から守る条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１７号  川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及び川崎市幼保連携型認定 

        こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する 

        条例の制定について 

議案第１８号  川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一 

        部を改正する条例の制定について 

議案第１９号  都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制 

        定について 

議案第２０号  川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

議案第２１号  川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の一部を改正する 

        条例の制定について 

議案第２２号  川崎市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第２３号  川崎市立学校の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第２４号  川崎市名誉市民の選定について 

議案第２５号  包括外部監査契約の締結について 

議案第２６号  川崎市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

議案第２７号  スポーツ・文化複合施設整備等事業の契約の変更について 

議案第２８号  高津区及び宮前区における町区域の設定について 

議案第２９号  高津区及び宮前区における住居表示の実施区域及び方法について 

議案第３０号  川崎市多摩スポーツセンター建設等事業の契約の変更について 

議案第３１号  新川崎・創造のもり産学交流・研究開発施設（公共施設部分）の取得金額の変更に 

        ついて 

議案第３２号  市道路線の認定及び廃止について 

4



議案第３３号  港湾施設の指定管理者の指定について 

議案第３４号  平成３０年度川崎市一般会計予算 

議案第３５号  平成３０年度川崎市競輪事業特別会計予算 

議案第３６号  平成３０年度川崎市卸売市場事業特別会計予算 

議案第３７号  平成３０年度川崎市国民健康保険事業特別会計予算 

議案第３８号  平成３０年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

議案第３９号  平成３０年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計予算 

議案第４０号  平成３０年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計予算 

議案第４１号  平成３０年度川崎市介護保険事業特別会計予算 

議案第４２号  平成３０年度川崎市港湾整備事業特別会計予算 

議案第４３号  平成３０年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計予算 

議案第４４号  平成３０年度川崎市墓地整備事業特別会計予算 

議案第４５号  平成３０年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計予算 

議案第４６号  平成３０年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計予算 

議案第４７号  平成３０年度川崎市公債管理特別会計予算 

議案第４８号  平成３０年度川崎市病院事業会計予算 

議案第４９号  平成３０年度川崎市下水道事業会計予算 

議案第５０号  平成３０年度川崎市水道事業会計予算 

議案第５１号  平成３０年度川崎市工業用水道事業会計予算 

議案第５２号  平成３０年度川崎市自動車運送事業会計予算 

議案第５３号  平成２９年度川崎市一般会計補正予算 

議案第５４号  平成２９年度川崎市競輪事業特別会計補正予算 

議案第５５号  平成２９年度川崎市国民健康保険事業特別会計補正予算 

議案第５６号  平成２９年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算 

議案第５７号  平成２９年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 

報告第 １号  地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

第 ３ 

請願・陳情 

第 ４ 

議案第５８号  川崎市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第５９号  川崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の制定につ 

        いて 

議案第６０号  川崎市旅館業法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第６１号  川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

議案第６２号  川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第６３号  川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

議案第６４号  川崎市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

議案第６５号  川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

議案第６６号  川崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する 

        条例の制定について 

議案第６７号  川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例 

        の一部を改正する条例の制定について 

議案第６８号  川崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改 

        正する条例の制定について 
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議案第６９号  川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の 

        制定について 

議案第７０号  川崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条 

        例の制定について 

議案第７１号  川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一 

        部を改正する条例の制定について 

議案第７２号  川崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例 

        の一部を改正する条例の制定について 

議案第７３号  川崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を改 

        正する条例の制定について 

議案第７４号  川崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改 

        正する条例の制定について 

議案第７５号  川崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一 

        部を改正する条例の制定について 

議案第７６号  川崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

議案第７７号  川崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ 

        ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

議案第７８号  川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地 

        域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に 

        関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第７９号  川崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 

        介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

        の制定について 

議案第８０号  川崎市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の 

        制定について 

議案第８１号  川崎市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第８２号  平成２９年度川崎市一般会計補正予算 

議案第８３号  平成３０年度川崎市一般会計補正予算 
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平成３０年第１回川崎市議会定例会議案付託表（その１）

平成３０年２月２７日

付 託 委 員 会 案            件

総 務 委 員 会

（１１）

議案第 １号  川崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ２号  川崎市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ３号  川崎市職員定数条例等の一部を改正する条例の制定について 

議案第 ４号  川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

議案第 ６号  川崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条例の制定について 

議案第２４号  川崎市名誉市民の選定について 

議案第２５号  包括外部監査契約の締結について 

議案第２６号  川崎市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

議案第３１号  新川崎・創造のもり産学交流・研究開発施設（公共施設部分）の取

得金額の変更について 

議案第５３号  平成２９年度川崎市一般会計補正予算 

議案第５４号  平成２９年度川崎市競輪事業特別会計補正予算 

文 教 委 員 会

（１１）

議案第 ５号  川崎市基金条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１４号  川崎市認定こども園の認定の要件を定める条例の制定について 

議案第１５号  川崎市児童福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１６号  川崎市子どもを虐待から守る条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

議案第１７号  川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及び川崎市

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１８号  川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第２３号  川崎市立学校の設置に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

議案第２７号  スポーツ・文化複合施設整備等事業の契約の変更について 

議案第２８号  高津区及び宮前区における町区域の設定について 

議案第２９号  高津区及び宮前区における住居表示の実施区域及び方法について 

議案第３０号  川崎市多摩スポーツセンター建設等事業の契約の変更について 

健康福祉委員会

（８）

議案第 ８号  川崎市難病の患者に対する医療等に関する法律施行条例の制定につ

いて 

議案第 ９号  川崎市病院等における人員及び施設の基準に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

議案第１０号  川崎市身体障害者福祉会館条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

議案第１１号  川崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第１２号  川崎市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

議案第１３号  川崎市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第５５号  平成２９年度川崎市国民健康保険事業特別会計補正予算 

議案第５６号  平成２９年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算 

平成２９年
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平成３０年第１回川崎市議会定例会議案付託表（その１）

平成３０年２月２７日

まちづくり委員会

（５）

議案第１９号  都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に

関する条例の制定について 

議案第２０号  川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第２１号  川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

議案第２２号  川崎市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第３２号  市道路線の認定及び廃止について 

環 境 委 員 会

（３）

議案第 ７号  川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

議案第３３号  港湾施設の指定管理者の指定について 

議案第５７号  平成２９年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 
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平成３０年第１回川崎市議会定例会議案付託表（その２）

平成３０年２月２７日

付 託 委 員 会 案            件

総 務 委 員 会

（１）
議案第８２号 平成２９年度川崎市一般会計補正予算 

健康福祉委員会

（２３）

議案第５９号 川崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条

例の制定について

議案第６０号 川崎市旅館業法施行条例の一部を改正する条例の制定について

議案第６１号 川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第６２号 川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の制定について

議案第６３号 川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

議案第６４号 川崎市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

議案第６５号 川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

議案第６６号 川崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例の制定について

議案第６７号 川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第６８号 川崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第６９号 川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第７０号 川崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

議案第７１号 川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７２号 川崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７３号 川崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第７４号 川崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第７５号 川崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７６号 川崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７７号 川崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第７８号 川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第７９号 川崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

議案第８０号 川崎市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第８１号 川崎市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について 
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平成３０年第１回川崎市議会定例会議案付託表（その２）

平成３０年２月２７日

まちづくり委員会

（１）

議案第５８号 川崎市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （まちづくり局に関する部分） 

環 境 委 員 会

（１）

議案第５８号 川崎市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （環境局に関する部分） 
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川 崎市 議会文 書共 有シ ステム の会 議に おける 使用 に関 する要 領 

１  趣 旨  

  こ の 要 領 は 、 川 崎 市 議 会 に お け る 文 書 共 有 シ ス テ ム （ 以 下 「

シ ス テ ム 」と い う 。）の 会 議 に お け る 使 用 に 関 し て 、必 要 な 事 項

を 定 め る も の で あ る 。  

２  シ ス テ ム を 使 用 す る 会 議  

シ ス テ ム を 使 用 す る 会 議 は 、 次 に 掲 げ る 会 議 と す る 。  

 ( 1 )  常 任 委 員 会  

 ( 2 )  議 会 運 営 委 員 会  

 ( 3 )  特 別 委 員 会 （ 委 員 会 室 で 開 催 す る も の に 限 る 。）  

 ( 4 )  決 算 審 査 特 別 委 員 会 分 科 会  

 ( 5 )  世 話 人 会  

(6 )  議 員 総 会  

 ( 7 )  正 副 委 員 長 会 議  

 ( 8 )  団 長 会 議  

 ( 9 )  そ の 他 議 会 運 営 委 員 会 又 は 団 長 会 議 で 設 置 を 決 定 し た 会 議  

３  シ ス テ ム に 掲 載 す る 会 議 の 資 料  

  会 議 で 使 用 さ れ る 資 料 は 、 シ ス テ ム に 掲 載 し 、 原 則 と し て 、

紙 資 料 の 配 付 は 行 わ な い 。 た だ し 、 デ ー タ 容 量 が １ ０ Ｍ Ｂ を 超

え る も の そ の 他 シ ス テ ム に 掲 載 す る こ と が 適 当 で な い と 認 め ら

れ る も の は こ の 限 り で は な い 。  

４  会 議 等 で 使 用 す る 機 器  

  議 員 は 会 議 に お い て 、 議 長 か ら 貸 与 を 受 け た 文 書 共 有 シ ス テ

ム 用 タ ブ レ ッ ト 端 末 機（ 以 下 「 端 末 機 」 と い う 。）を 使 用 し て 資

料 を 閲 覧 す る 。  

５  常 任 委 員 会 に お け る シ ス テ ム の 使 用 に 関 す る 取 扱 い  

 ( 1 )  常 任 委 員 会 に お け る 資 料 の 取 扱 い 等 は 、次 の と お り と す る 。 
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  ア  常 任 委 員 会 の 説 明 員 （ 以 下 「 理 事 者 と い う 。」） は 、 資 料

を Ｐ Ｄ Ｆ デ ー タ で 作 成 し 、 会 議 の 前 日 ま で に 、 議 会 局 に メ

ー ル 等 で 送 付 す る 。 当 該 資 料 の 送 付 を 受 け た 議 会 局 は 、 当

該 資 料 を 会 議 の 開 会 １ 時 間 前 ま で に シ ス テ ム に 掲 載 す る 。

た だ し 、 次 に 掲 げ る も の を 除 く 。  

   (ア )  議 案 書 、 予 算 に 関 す る 説 明 書 、 決 算 に 関 す る 説 明 書

及 び こ れ ら の 関 連 資 料  

   (イ )  端 末 機 か ら の 閲 覧 で は 会 議 に お け る 説 明 が 困 難 と な

る も の  

  イ  質 疑 の 中 で 、 追 加 提 出 す る こ と と し た 資 料 は 、 後 日 、 シ

ス テ ム に 掲 載 す る 。 な お 、 当 該 委 員 会 に お け る 審 査 等 に お

い て 早 急 に 資 料 の 配 付 が 必 要 と な る 場 合 は 、 紙 資 料 を 配 付

す る こ と が で き る 。  

  ウ  現 地 視 察 に つ い て は 、 紙 資 料 を 配 付 し て 対 応 し 、 後 日 、

シ ス テ ム に 掲 載 す る も の と す る 。  

  エ  正 副 委 員 長 は 、 議 事 の 進 行 に 必 要 な 次 第 等 に つ い て 、 紙

資 料 を 持 参 す る こ と が で き る 。  

  オ  議 員 は 、 シ ス テ ム に 掲 載 さ れ た 資 料 を 紙 に 印 刷 し 、 当 該

資 料 を 委 員 会 に 持 参 す る こ と が で き る 。  

  カ  シ ス テ ム の サ ー バ ダ ウ ン 、 停 電 そ の 他 の 理 由 に よ り シ ス

テ ム が 使 用 で き な い 場 合 は 、 委 員 長 の 指 示 に よ り 、 紙 資 料

を 配 付 し て 委 員 会 の 議 事 を 進 行 す る 。  

  キ  記 録 の 作 成 並 び に 報 道 機 関 及 び 一 般 傍 聴 者 へ の 資 料 提 供

に つ い て は 、 従 前 ど お り 紙 資 料 で 対 応 す る 。  

 ( 2 )  理 事 者 へ の 端 末 機 の 貸 与  

   委 員 会 で は 、 端 末 機 を 理 事 者 に １ 台 貸 与 す る 。 ま た 、 資 料

の 表 示 確 認 等 の た め 必 要 な 場 合 は 、 事 前 に 貸 与 す る こ と が で

き る 。  

６  常 任 委 員 会 以 外 の 会 議 に お け る シ ス テ ム の 使 用 に 関 す る 取 扱

い  

  常 任 委 員 会 以 外 の 会 議 に お け る シ ス テ ム の 取 扱 い は 、 前 項 の

規 定 を 準 用 す る 。  
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７  こ の 要 領 に 定 め る も の の ほ か 、 会 議 に お け る シ ス テ ム の 使 用

に 関 し 協 議 が 必 要 と 思 わ れ る 場 合 は 、 文 書 共 有 シ ス テ ム に 関 す

る 検 討 プ ロ ジ ェ ク ト で 協 議 す る 。  
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審査請求に係る議会への諮問手続の見直しについて 

１ 概要 

 地方自治法の規定により、これまで、給与その他の給付に関する処分等についての 

審査請求があった場合には、議会に諮問して決定しなければならないとされていた。 

 このたび、同法が改正され、平成３０年４月１日から、当該審査請求が不適法であり、

却下する場合には、議会への諮問が不要となり、その場合には、審査請求を却下した旨

を議会に報告しなければならないとされた。 

２ 経緯 

 愛媛県松山市の提案（平成２８年 地方分権改革に関する提案募集） 

 総務省における検討（法改正の必要性） 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する 

法律案」を国会に提出（平成２９年３月３日） 

①行政不服審査法上、審査請求が不適法であり、却下する場合には、行政不服審査会等

への諮問が不要とされていること

②審査請求が不適法であり、却下する場合には、迅速に裁決を行うことで、審査請求人

の利益に資する面もあること

③多くの地方公共団体において、事務処理効率の向上等の観点から、現行規定の改正を

希望していること等に鑑みれば、審査請求が不適法であり、却下する場合には、手続

を簡素化することが適当。

⇒一方、地方公共団体におけるガバナンス機能の重要性にも鑑みれば、審査請求が不適

法であり、却下する場合にも、議会による一定のチェック機能を設けることが適当。

 地方自治法上、給与その他の給付に関する処分等についての審査請求に対する裁決に

当たっては、一律、議会への諮問が義務付けられているが、審査請求が不適法であり、

却下する場合には、議会への諮問を不要としてほしい。

⇒全都道府県・全市区町村を対象にした総務省調査の結果、約８割の自治体において、不適法

却下の場合の議会への諮問について、現行規定を改正すべきと判断していることが判明。

地方自治法改正内容（審査請求の諮問手続に関する部分）

給与その他の給付に関する処分等についての審査請求が不適法であり、却下する場合 

には、議会への諮問を不要とし、その場合には、審査請求を却下した旨を議会に報告 

しなければならないとする。

平成２９年４月１９日 可決、同４月２６日 公布、平成３０年４月１日 施行 
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３ 審査請求が却下される場合 

(1) 審査請求期間を経過した場合 

(2) 審査請求ができない事項について審査請求を行った場合 

(3) 審査請求を行う行政庁を誤った場合 

(4) 審査請求を行う資格がない者が審査請求をした場合 

(5) 補正命令に応じない場合 

(6) 審査請求の目的が消滅した場合など 

【本市議会における地方自治法の規定による審査請求に関する諮問の例】 

平成２４年４定（下水道使用料の徴収に関する処分に係る審査請求について） ⇒棄却すべきものと回答 

平成２６年２定（下水道使用料の徴収に関する処分に係る審査請求について） ⇒棄却すべきものと回答 

平成２６年２定（下水道使用料の督促に関する処分に係る審査請求について） ⇒棄却すべきものと回答 

平成２８年４定（児童手当の不正受給に係る徴収金の督促に関する処分に係る審査請求について） 

                                    ⇒棄却すべきものと回答 

平成２９年１定（下水道使用料の滞納に係る差押に関する処分に係る審査請求について） 

                                    ⇒却下すべきものと回答 

平成２９年４定（下水道使用料の徴収に関する処分に係る審査請求について） ⇒棄却すべきものと回答 
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地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 新 旧 対 照 表

改 正 後 現 行

〔給与等に対する審査請求〕 

第２０６条  

（略） 

② 普通地方公共団体の長は、第２０３条から第２０４条まで又は前条の規定

による給与その他の給付に関する処分についての審査請求がされた場合に

は、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議会に諮問した上、

当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

③ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

④ 普通地方公共団体の長は、第２項の規定による諮問をしないで同項の審査

請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

（分担金等の徴収に関する処分についての審査請求） 

第２２９条  

   （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収に関

する処分についての審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であ

り、却下するときを除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決を

しなければならない。 

〔給与等に対する審査請求〕 

 第２０６条 

   （略） 

② 普通地方公共団体の長は、前項の給与その他の給付に関する処分について

の審査請求があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならな

い。 

③ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

（新設） 

（分担金等の徴収に関する処分についての審査請求） 

第２２９条  

   （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収に関

する処分についての審査請求があつたときは、議会に諮問してこれを決定し

なければならない。 
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３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第２項の規定による諮問をしないで同項の審査

請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。  

５ 第２項の審査請求に対する裁決を経た後でなければ、同項の処分について

は、裁判所に出訴することができない。 

（督促、滞納処分等） 

第２３１条の３ 分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他の普通地方公

共団体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体

の長は、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をし

た場合には、条例で定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収すること

ができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、分担金、加入金、過料、法律で定める使用料そ

の他の普通地方公共団体の歳入につき第１項の規定による督促を受けた者が

同項の規定により指定された期限までにその納付すべき金額を納付しないと

きは、当該歳入並びに当該歳入に係る前項の手数料及び延滞金について、地

方税の滞納処分の例により処分することができる。この場合におけるこれら

の徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

   （略） 

３ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

（新設） 

４ 第２項の審査請求に対する裁決を受けた後でなければ、同項の処分につい

ては、裁判所に出訴することができない。 

（督促、滞納処分等） 

第２３１条の３ 分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の普通地方

公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団

体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をし

た場合においては、条例の定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収す

ることができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、分担金、加入金、過料又は法律で定める使用料

その他の普通地方公共団体の歳入につき第１項の規定による督促を受けた

者が同項の規定により指定された期限までにその納付すべき金額を納付し

ないときは、当該歳入並びに当該歳入に係る前項の手数料及び延滞金につい

て、地方税の滞納処分の例により処分することができる。この場合における

これらの徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

   （略） 
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６ 第３項の規定により普通地方公共団体の長が地方税の滞納処分の例によ

りした処分についての審査請求については、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第１９条の４の規定を準用する。 

７ 普通地方公共団体の長は、第１項から第４項までの規定による処分につい

ての審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下すると

きを除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければなら

ない。 

８ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

９ 普通地方公共団体の長は、第七項の規定による諮問をしないで同項の審査

請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

１０ 第７項の審査請求に対する裁決を経た後でなければ、第１項から第４項

までの規定による処分については、裁判所に出訴することができない。 

１１ （略） 

１２ 第三項の規定による処分は、当該普通地方公共団体の区域外において

も、することができる 

（行政財産を使用する権利に関する処分についての審査請求） 

第２３８条の７ 

   （略） 

６ 第３項の規定により普通地方公共団体の長が地方税の滞納処分の例によ

り行う処分についての審査請求については、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第１９条の４の規定を準用する。 

７ 普通地方公共団体の長は、第１項から第４項までの規定による処分につい

ての審査請求があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならな

い。 

８ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

（新設） 

９ 第７項の審査請求に対する裁決を受けた後でなければ、第１項から第４項

までの規定による処分については、裁判所に出訴することができない。 

１０ （略） 

１１ 第三項の規定による処分は、当該普通地方公共団体の区域外において

も、また、これをすることができる。 

（行政財産を使用する権利に関する処分についての審査請求） 

第２３８条の７  

   （略） 
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２ 普通地方公共団体の長は、行政財産を使用する権利に関する処分について

の審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するとき

を除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならな

い。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第２項の規定による諮問をしないで同項の審査

請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

（職員の賠償責任） 

第２４３条の２ 会計管理者若しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金

前渡を受けた職員、占有動産を保管している職員又は物品を使用している職

員が故意又は重大な過失（現金については、故意又は過失）により、その保

管に係る現金、有価証券、物品（基金に属する動産を含む。）若しくは占有動

産又はその使用に係る物品を亡失し、又は損傷したときは、これによつて生

じた損害を賠償しなければならない。次に掲げる行為をする権限を有する職

員又はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公共団体の規則

で指定したものが故意又は重大な過失により法令の規定に違反して当該行為

をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害を与えたときも、

同様とする。 

   （略） 

２ 前項の場合において、その損害が２人以上の職員の行為により生じたもの

であるときは、当該職員は、それぞれの職分に応じ、かつ、当該行為が当該

損害の発生の原因となつた程度に応じて賠償の責めに任ずるものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、行政財産を使用する権利に関する処分について

の審査請求があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならな

い。 

３ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

（新設） 

（職員の賠償責任） 

第２４３条の２ 会計管理者若しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金

前渡を受けた職員、占有動産を保管している職員又は物品を使用している職

員が故意又は重大な過失（現金については、故意又は過失）により、その保

管に係る現金、有価証券、物品（基金に属する動産を含む。）若しくは占有

動産又はその使用に係る物品を亡失し、又は損傷したときは、これによつて

生じた損害を賠償しなければならない。次に掲げる行為をする権限を有する

職員又はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公共団体の

規則で指定したものが故意又は重大な過失により法令の規定に違反して当

該行為をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害を与えた

ときも、また同様とする。 

   （略） 

２ 前項の場合において、その損害が２人以上の職員の行為によつて生じたも

のであるときは、当該職員は、それぞれの職分に応じ、かつ、当該行為が当

該損害の発生の原因となつた程度に応じて賠償の責めに任ずるものとする。
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３ 普通地方公共団体の長は、第１項の職員が同項に規定する行為により当該

普通地方公共団体に損害を与えたと認めるときは、監査委員に対し、その事

実があるかどうかを監査し、賠償責任の有無及び賠償額を決定することを求

め、その決定に基づき、期限を定めて賠償を命じなければならない。 

４ 第２４２条の２第１項第４号ただし書の規定による訴訟について、賠償の

命令を命ずる判決が確定した場合には、普通地方公共団体の長は、当該判決

が確定した日から６０日以内の日を期限として、賠償を命じなければならな

い。この場合においては、前項の規定による監査委員の監査及び決定を求め

ることを要しない。 

   （略） 

１０ 第２４２条の２第１項第４号ただし書の規定による訴訟の判決に従い

第３項の規定による処分がなされた場合には、当該処分については、審査請

求をすることができない。 

１１ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定による処分についての審査請求

がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議

会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

１２ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べ

なければならない。 

１３ 普通地方公共団体の長は、第１１項の規定による諮問をしないで同項の

審査請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、第１項の職員が同項に規定する行為によつて当

該普通地方公共団体に損害を与えたと認めるときは、監査委員に対し、その

事実があるかどうかを監査し、賠償責任の有無及び賠償額を決定することを

求め、その決定に基づき、期限を定めて賠償を命じなければならない。 

４ 第２４２条の２第１項第４号ただし書の規定による訴訟について、賠償の

命令を命ずる判決が確定した場合においては、普通地方公共団体の長は、当

該判決が確定した日から６０日以内の日を期限として、賠償を命じなければ

ならない。この場合においては、前項の規定による監査委員の監査及び決定

を求めることを要しない。 

   （略） 

１０ 第２４２条の２第１項第４号ただし書の規定による訴訟の判決に従い

第３項の規定による処分がなされた場合においては、当該処分については、

審査請求をすることができない。 

１１ 普通地方公共団体の長は、第３項の規定による処分についての審査請求

があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならない。 

１２ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べ

なければならない。 

（新設） 
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１４ 第１項の規定により損害を賠償しなければならない場合には、同項の職

員の賠償責任については、賠償責任に関する民法の規定は、適用しない。 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第２４４条の４  

   （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分について

の審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するとき

を除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならな

い。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第２項の規定による諮問をしないで同項の審査

請求を却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

１３ 第１項の規定によつて損害を賠償しなければならない場合においては、

同項の職員の賠償責任については、賠償責任に関する民法の規定は、これを

適用しない。 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第２４４条の４ 

   （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分について

の審査請求があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならな

い。 

３ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から２０日以内に意見を述べな

ければならない。 

（新設） 
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